
平成１１年３月期　連結決算短信           平成１１年５月２４日

上 場 会 社 名 住友信託銀行株式会社 　　上場取引所（所属部）大証・東証各第一部
コ ー ド 番 号 ８４０３                                        

本 社 所 在 地 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号

問 合 せ 先 責任者役職名　管 理 部　主計課長

氏　　　　名　柚    木        弘　　   ＴＥＬ（０３）３２８６－８１８７

１．平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

 (1) 経　営　成　績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経　常　収　益（　　　 ） 経　常　利　益（　　　 ） 当 期 純 利 益（　　　 ）

11 年 3月期

10年 3月期

百万円　　　％

１,０２３,７６５(　△０．０)

１,０２４,２３６(△２０．２)

百万円　　　　％

△１８６,８４０(　　　－　)

△８５,０５２(　　　－　)

百万円　　　　％

△１３６,７４２(　　　－　)

△５０,１４６(　　　－　)

１株当たり
当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

経 常 収 益
経常利益率

11 年 3月期

10年 3月期

円　　銭

△１０３　５７

△４０　３０

円　　銭

－

－

％

△２２．１

△７．６

％

△１．２

△０．６

％

△１８．３

△８．３

（注）持分法投資損益　　２百万円　（前期　　２９３百万円）

 (2) 財　政　状　態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

11 年 3月期

10年 3月期

百万円

１５,０５８,５６９

１５,６７５,８９８

百万円

７０２,２０３

６３３,２６３

％

４．７

４．０

円　　銭

４２２　８８

５０８　９６

 (3) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項　　　　添付別紙のとおり

 (4) 会計処理の方法等の変更　　　　添付別紙のとおり

２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

12 年 3月期

百万円

９２０,０００

百万円

６３,０００

百万円

３７,０００

（参考）１株当たり当期純利益(連結)  ２５円４５銭

１株当たり当期純利益(単独)  ２４円０４銭

〔参考〕当社（単独）の平成 11 年 3 月期の業績（平成 10 年 4 月 1 日～平成 11 年 3 月 31 日）

経　常　収　益　（　　　　） 経　常　利　益　（　　　　） 当 期 純 利 益　（　　　　）

百万円 　　　％

 ９１２,４２７ (△８．１)

百万円 　　　％

△１８７,４５４(　　　－　)

百万円 　　　％

△１０７,１２２ (　　　－　)

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

総 資 産 株 主 資 本

円　　銭

△８１　１３

円　　銭

－

百万円

１４,６１９,０９０

 百万円

     ６９０,５２０

対前期
増減率

対前期
増減率

対前期
増減率

対前期
増減率

対前期
増減率

対前期
増減率



「当期の業績」指標算式

当期純利益　－　優先株式配当金総額
○1株当たり当期純利益 …

期中平均普通株式数（自己株式を除く）

当期純利益　－　優先株式配当金総額

期　  首 期首発行済  発行 期 末 期末発行済 発行
○株主資本当期純利益率 …

株主資本 優先株式数  価額 株主資本 優先株式数 価額

期末株主資本　－　期末発行済優先株式数　×　発行価額
○1株当たり株主資本 …

期末発行済普通株式数（自己株式を除く）

「次期の業績予想」指標算式

予想当期純利益　－　予想優先株式配当金総額
○1株当たり予想当期純利益（連結） …

期末（当期末）発行済普通株式数（自己株式を除く）

予想当期純利益　－　予想優先株式配当金総額
○1株当たり予想当期純利益（単独） …

期末（当期末）発行済普通株式数

×100

〕＋〔 〕｝÷2｛〔 － ×－ ×



（別紙）

（３）　連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

○　連結子会社数　　　２６社

住信リース株式会社

住友信証券株式会社

住信住宅販売株式会社

Sumitomo Trust International plc

Sumitomo Trust and Banking Co.(U.S.A.)

STB Finance Cayman Ltd.               他２０社

○ 非連結子会社数      １２社

（うち持分法適用会社数　　　　　０社）

  

○　関連会社数　　　　　　　１社

（うち持分法適用会社数　　　　　１社）

（４）　会計処理の方法等の変更

①連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　連結子会社

　（新規）　　　住信リース株式会社  他１５社

（除外）　　　Sumitomo Trust Finance (Australia) Ltd.  他８社

　持分法適用会社

　（新規）　　　サンアップル・コンサルタント株式会社

　（除外）　　　Singapore Aircraft Leasing Enterprise Pte Ltd.  他１社

② 会計処理の方法

   変更なし
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連　結　貸　借　対　照　表
平成１１年３月３１日現在

住友信託銀行株式会社

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

（  資  産  の  部  ）

現 金 預 け 金

ｺ ｰ ﾙ ﾛ ｰ ﾝ及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

986,673

664,175

16,421

518,840

66,312

3,694,469

7,374,575

12,242

841,089

169,472

287,649

426,647

（  負  債  の  部  ）

預 金

譲 渡 性 預 金

ｺ ｰ ﾙ ﾏ ﾈ ｰ 及 び 売渡手形

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

社 債

転 換 社 債

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

貸 倒 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

5,787,754

1,255,503

229,136

153,986

385,180

6,979

439,060

469

4,206,542

862,594

462,642

19,805

         11,591

              8

1,040

18,367

        426,647

負 債 の 部 合 計 14,267,311

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分

（  資  本  の  部  ）

資 本 金

資 本 準 備 金

再 評 価 差 額 金

連 結 剰 余 金

89,054

277,005

230,425

25,416

169,361

自 己 株 式

702,208

5

資 本 の 部 合 計 702,203

資 産 の 部 合 計 15,058,569
負債・少数株主持分及び

資 本 の 部 合 計
15,058,569
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1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 親会社の保有する特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準は次のとお
りであります。
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場
間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、
取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」
に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算
日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日
において決済したものとみなした額により行っております。
連結子会社については、特定取引目的の取引及びこれに類似する取引について主として
親会社と同様の取扱いを行っております。
3. 親会社の保有する有価証券の評価基準及び評価方法は、次のとおりであります。
(1)有価証券の評価は、移動平均法による原価法により行っております。
(2)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され
ている有価証券の評価は、移動平均法によるバスケット方式低価法により行っておりま
す。
連結子会社の保有する有価証券については、主として移動平均法による原価法を適用し
ております。
4. 親会社の動産不動産は、全国銀行協会（旧名称：全国銀行協会連合会、以下同じ）の定
める銀行業における決算経理基準に基づき、それぞれ次のとおり償却しております。
建　物　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。

ただし、平成 10 年度の法人税法の改正に伴い平成 10 年 4 月 1 日以後に取得
した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法を採用し、税法基準
の償却率による。

動　産　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。
その他　　税法の定める方法による。
なお、建物の減価償却の方法は、法人税法の改正に伴い、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得
した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法を採用しております。これに伴
い、前期と同一の方法によった場合に比べ、経常損失及び税金等調整前当期純損失はそ
れぞれ 0 百万円減少しております。また、建物の耐用年数については、法人税法の改正
による法定耐用年数の短縮に伴い、建物の耐用年数を税法基準に合わせて改定しており
ます。これに伴い、前年度と同一の耐用年数によった場合に比べ、経常損失及び税金等
調整前当期純損失はそれぞれ 310 百万円増加しております。
連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法に
より償却しております。
5. 親会社の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として連結決算日の為替相場による
円換算額を付しております。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算
しております。
6. 親会社の貸倒引当金は、全国銀行協会の定める銀行業における決算経理基準に基づき、
予め定めている償却・引当基準により、次のとおり行っております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4 号）
に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分
類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当
てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保及び保証に
よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。破
綻先債権及び実質破綻先債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を引当てております。な
お、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を
特定海外債権引当勘定(租税特別措置法第 55 条の 2 の海外投資等損失準備金を含む。)と
して引当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審査各部が資産査定を実施
し、当該部署から独立した融資部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて
上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額から担保の
評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし
て債権額から直接減額しており、その金額は 421,715 百万円であります。
連結子会社は、過去の貸倒実績等を勘案して必要と認めた額を引当てております。
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7. 親会社の退職給与引当金は、全国銀行協会の定める銀行業における決算経理基準に基づ
き、自己都合退職による期末要支給額に相当する額を引当てております。
連結子会社の退職給与引当金は、主として自己都合退職による期末要支給額の 40％相当
額を引当てております。
8. 親会社は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、
将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を債権売却損失引当金
として引当てております。
9. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
10． 親会社及び国内の連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって
おります。
11． 特別法上の引当金は、国内証券子会社が証券事故による損失に備えるため、証券取引法
第 59 条及び「証券会社に関する省令」第 8 条により算出した額を証券取引責任準備金と
して計上しております。
12． 動産不動産の減価償却累計額 101,562 百万円
13． 動産不動産の圧縮記帳額 44,069 百万円
14． 連結貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部については、リース契
約により使用しております。
15． 貸出金のうち、破綻先債権額は 175,300 百万円、延滞債権額は 633,147 百万円でありま
す。
なお破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し
なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3 号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再
建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま
す。なお、当連結会計年度より資産の自己査定の結果に基づき貸出金の未収利息を収益
不計上としております。
16．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は 3,805 百万円であります。
なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から 3 月以上
遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
17. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 21,100 百万円であります。
 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金
利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3 カ月以上延滞債権に該当しないもの
であります。
18.  破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
833,353 百万円であります。

19.  土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布 法律第 34 号）に基づき、親会社
の事業用の土地については再評価を行い、再評価差額 43,783 百万円については、当該評
価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。
 再評価を行った年月日　　               平成 11 年 3 月 31 日
当該事業用土地の再評価前の帳簿価額          42,766 百万円
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額          86,549 百万円
同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法
 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布 政令第 119 号）第
2 条第 1 号に定める標準地の公示価格及び第 4 号に定める路線価に基づいて、合
理的な調整を行って算出しております。

20.  借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付
借入金 60,000 百万円が含まれております。
21． 社債には、劣後特約付社債 335,549 百万円及び永久劣後特約付社債 100,000 百万円が含
まれております。
22． 元本補てん契約のある信託の元本金額は、合同運用指定金銭信託 979,446 百万円、貸付
信託 6,685,294 百万円であります。
23． １株当たりの純資産額 422 円 88 銭
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連　結　損　益　計　算　書

自　平成１０年　４月　１日

至　平成１１年　３月３１日

住友信託銀行株式会社

（単位：百万円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 利 息

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

1,023,765

143,698

521,387

185,196

92,946

20,773

43,358

179,113

40,830

4,663

276,670

36,514

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 利 息

借 用 金 利 息

社 債 利 息

転 換 社 債 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

1,210,605

428,330

107,891

15,259

28,237

3,617

8,602

18

264,703

9,845

205,521

158,577

408,330

298,738

109,591

経 常 損 失 186,840

特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

4,288

4,239

48

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

証 券 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額

455

453

2

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

当 期 純 損 失

183,006

3,273

△49,043

493

136,742
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1.  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2.  １株当たり当期純損失金額 103 円 56 銭

3.  特定取引目的の取引については、取引の約定時点を規準とし、当該取引からの損益を連結

損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、

金銭債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、

派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相

当額の増減額を加えております。

4.  持分法による投資損益については、従来「持分法による投資損益」として税金等調整前当

期純利益への加算項目として独立掲記しておりましたが、当連結会計年度より「その他経常

収益」に計上しております。これに伴い、従来の方法に比べ、経常損失及び税金等調整前当

期純損失はそれぞれ 2百万円減少しております。

5.  事業税については、従来「その他の経常費用」に計上しておりましたが、当連結会計年度

より「法人税、住民税及び事業税」として計上しております。これに伴い、従来の方法に比

べ、経常損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ 214 百万円減少しております。

6.  その他の経常費用には、不良債権の一括売却に伴う損失 10,284 百万円及び債権売却損失引

当金繰入額 4,377 百万円を含んでおります。
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連　結　剰　余　金　計　算　書

自　平成１０年　４月　１日

至　平成１１年　３月３１日

住友信託銀行株式会社

（単位：百万円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

そ の 他 の 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 準 備 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

連結子会社の範囲拡大に伴う剰余金増加高

持分法適用会社の範囲拡大に伴う剰余金増加高

連 結 剰 余 金 減 少 高

連 結 子 会 社 の 減 少 に 伴 う 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

当 期 純 損 失

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

315,743

280,106

35,636

669

640

29

10,308

354

9,953

136,742

169,361

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（平成１０年度連結決算説明資料）

比較連結貸借対照表（主要内訳）
住友信託銀行株式会社

（単位：百万円）

科　　　　　目
平成11年3月31日

現在

平成10年3月31日

現在
比　　　　　較

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

986,673

664,175

16,421

518,840

66,312

3,694,469

7,374,575

12,242

841,089

169,472

287,649

426,647

1,615,038

168,816

5,969

210,359

66,830

3,577,030

8,701,427

47,092

612,694

125,931

234,099

310,608

△ 628,365

495,359

10,452

308,480

△ 517

117,438

△1,326,851

△34,849

228,395

43,541

53,550

116,038

資 産 の 部 合 計 15,058,569 15,675,898 △617,328

（ 負 債 の 部 ）

預 金

譲 渡 性 預 金

コールマネー及び売渡手形

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

社 債

転 換 社 債

信 託 勘 定 借

そ の 他 負 債

貸 倒 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

5,787,754

1,255,503

229,136

153,986

385,180

6,979

439,060

469

4,206,542

862,594

462,642

19,805

11,591

8

1,040

18,367

426,647

6,120,344

943,002

417,589

84,807

219,775

25,007

475,873

1,094

5,160,907

551,240

700,445

19,473

12,458

6

－

－

310,608

△332,589

312,500

△188,453

69,179

165,405

△18,028

△36,813

△624

△954,365

311,354

△237,802

331

△866

2

1,040

18,367

116,038

負 債 の 部 合 計 14,267,311 15,042,635 △775,323

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

資 本 勘 定

89,054

702,203

－

633,263

89,054

68,939

負債、少数株主持分及び

資 本 の 部 合 計
15,058,569 15,675,898 △617,328

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(　　　　　　)

(　　　　　　)

(　　　　　　) (　　　　　　)

（平成１０年度連結決算説明資料）

比較連結損益計算書（主要内訳）

住友信託銀行株式会社

（単位：百万円）

自平成10年 4月 1日 自平成 9年 4月 1日
科　　　　　目

至平成11年 3月31日 至平成10年 3月31日
比　　　　　較

経 常 収 益 1,023,765 1,024,236 △470

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

 （う ち 貸 出 金 利 息）

 （うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

143,698

521,387

185,196

92,946

40,830

4,663

276,670

36,514

142,679

583,529

226,967

96,560

46,362

10,009

117,170

124,484

1,019

△62,141

△41,771

△3,614

△5,531

△5,346

159,500

△87,969

経 常 費 用 1,210,605 1,109,288 101,317

資 金 調 達 費 用

 （う ち 預 金 利 息）

役 務 取 引 等 費 用

特 定 取 引 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

428,330

107,891

9,845

－

205,521

158,577

408,330

501,340

172,187

14,747

262

73,468

162,518

356,951

△73,009

△64,296

△4,902

△262

132,053

△3,941

51,379

経 常 利 益 △186,840 △85,052 △101,787

特 別 利 益 4,288 25,087 △20,798

特 別 損 失 455 3,070 △2,614

税 金等調整前当期純利益 △183,006 △63,035 △119,971

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

持 分 法 に よ る 投 資 損 益

3,273

△49,043

493

－

2,601

△15,196

－

293

671

△33,847

493

△293

当 期 純 利 益 △136,742 △50,146 △86,596

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

 (            )

(　　　　　　)

(　　　　　　)

(　　　　　　)

(　　　　　　)
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（平成１０年度連結決算説明資料）

比較連結剰余金計算書（主要内訳）

住友信託銀行株式会社

（単位：百万円）

自平成10年 4月 1日
科　　　　　目

至平成11年 3月31日

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

当 期 純 損 失

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

315,743

669

10,308

136,742

169,361

自平成 9年 4月 1日
科　　　　　目

至平成10年 3月31日

そ の 他 の 剰 余 金 期 首 残 高

そ の 他 の 剰 余 金 減 少 高

当 期 純 損 失

そ の 他 の 剰 余 金 期 末 残 高

342,201

11,949

50,146

280,106

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（添付資料）

セ グ メ ン ト 情 報
住友信託銀行株式会社

１．事業の種類別セグメント情報

連結会社は信託銀行業以外に一部で証券、リース等の事業を営んでおりますが、それらの事業

の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しており

ません。

２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自 平成１０年４月１日  至 平成１１年３月３１日）

（単位：百万円）

日　本 米州地域 欧州地域 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ
地  域

計 消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 　 経 　 常 　 収 　 益

(1)外部顧客に対する経常収益

(2)セグメント間の内部経常収益

743,526

  29,542

127,594

22,840

113,845

 15,892

38,799

9,362

1,023,765

77,637

－

(  77,637)

1,023,765

  －

計 773,069 150,434 129,738 48,161 1,101,403 (  77,637) 1,023,765

経　常　費　用 961,402 139,199 122,751 63,981 1,287,335 (  76,729) 1,210,605

経　常　利　益

（△は経常損失）
△188,333 11,234 6,987 △15,820 △185,931 (     908) △186,840

Ⅱ 資 　 　 産 15,085,704 1,062,352 834,085 1,062,439 18,044,582 (2,986,012) 15,058,569

前連結会計年度（自 平成９年４月１日  至 平成１０年３月３１日）

（単位：百万円）

日　本 米州地域 欧州地域 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ
地  域

計 消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 　 経 　 常 　 収 　 益

(1)外部顧客に対する経常収

益

(2)セグメント間の内部経常収益

764,767

  34,874

131,937

27,875

59,349

 1,254

68,181

3,650

1,024,236

67,653

－

(  67,653)

1,024,236

  －

計 799,641 159,812 60,604 71,831 1,091,889 (  67,653) 1,024,236

経　常　費　用 890,082 155,082 51,959 77,709 1,174,834 (  65,545) 1,109,288

経　常　利　益

（△は経常損失）
△90,441 4,730 8,644 △5,877 △82,944 (    2,107) △85,052

Ⅱ 資 　 　 産 14,029,788 1,664,242 752,661 1,284,858 17,731,551 (2,055,652) 15,675,898

（注） １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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２． 当連結会計年度については、当社の本支店及び連結子会社について、地理的近接度、経済活動

の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域ごとに区分の上、一般企業の売上高

及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。

３． 「米州地域」には米国等が属しております。「欧州地域」には英国等が属しております。「ア

ジア・オセアニア地域」にはシンガポール等が属しております。

４． 会計処理基準等の変更

（１） 動産不動産の減価償却方法及び耐用年数の変更

当連結会計年度より平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、法人税法に定める定額法を採用しております。これに伴い、前期と同一の方法に

よった場合に比べ、

「日本」について経常費用は 0百万円減少、経常利益及び資産は同額増加、

「アジア・オセアニア地域」について経常費用は 0 百万円減少、経常利益及び資産は同額

増加しております。

また、建物の耐用年数については、法人税法の改正による法定耐用年数の短縮に伴い、建

物の耐用年数を税法基準に合わせて改定しております。これに伴い、前年度と同一の耐用

年数によった場合に比べ、

「日本」について経常費用は 281 百万円増加、経常利益及び資産は同額減少、

「米州地域」について経常費用は 17百万円増加、経常利益及び資産は同額減少、

「欧州地域」について経常費用は 10百万円増加、経常利益及び資産は同額減少、

「アジア・オセアニア地域」について経常費用は 1 百万円増加、経常利益及び資産は同額

減少しております。

（２）連結財務諸表規則の改正に伴う表示区分の変更

連結財務諸表規則の改正に伴い、当連結会計年度より「事業税」、「持分法による投資損

益」の表示区分を変更しております。この変更に伴い、前期と同一の区分によった場合に

比べ、

「日本」について経常収益は 2 百万円増加，経常費用は 189 百万円減少、経常利益は 192

百万円増加、

「欧州地域」について経常費用は 24百万円減少、経常利益は 24百万円増加しております。
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３．国際業務経常収益

（単位：百万円）

期　　　　　　　別 国際業務経常収益 連 結 経 常 収 益
国 際 業 務 経 常 収 益 の

連結経常収益に占める割

合

当 連 結 会 計 年 度

自 平成 10 年 4 月 1 日

至 平成 11 年 3 月 31 日
439,976 1,023,765 　43.0　％

前 連 結 会 計 年 度

自 平成 9 年 4 月 1 日

至 平成 10 年 3 月 31 日
440,743 1,024,236 　43.0　％

（注） １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。

３．国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特

別国際金融取引勘定における諸取引、親会社の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係

る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大な取引を相手先別

に区分していないため、国又は地域毎のセグメント情報は記載しておりません。


